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特 記 事 項 ―

◇自己点検

成
果
指
標

の
推
移

今後の見通し 今
後
の

方
向
性

量
的

ニ
ー

ズ

一
般

財
源

今後の課題や方向性に関するコメント

常備消防の事務委託を東京都に対して開始して以来、人員・資機材の効率的な運用や広域支援
連携が図られているので、今後についても引き続き東京都に対して消防事務委託を行っていく。

成果指標
(アウトカム)

全火災に対する建物全焼火災件数（暦年）

目標 0件 0件 0件

結果 0/46件 0/31件 ―

◇成果指標
指標の種類 指標について 令和2年度 令和3年度 令和4年度

活動指標
(アウトプット)

消防力の維持（職員数）

目標 140人 140人 140人

結果 151人 150人 ―

《従事人員数》 0.10 0.10 0.10 0.10 0.10

間
接
経
費

職員人件費 881 840 858 837

その他の人件費 0 0 0 0 0

0 0

その他特定財源 0 0 0 0 0

828

0 0

都支出金 451,357 403,101 329,626 369,913 404,716

内
　
訳

直
接
経
費

国庫支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

一般財源 1,132,231 1,178,520 1,245,399 1,213,017 1,218,737

事業にかかる実コスト 1,584,469 1,582,461 1,575,883 1,583,767 1,624,281

決算額(単位：千円） 1,583,588 1,581,621 1,575,025 1,582,930 1,623,453

事業の成果
市町村単独による常備消防事務と比較し、広域的な支援、知識習得及び人員確保等の面で効率的な
運営を図ることができた。

◇事業にかかる費用
区　　　　　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業開始の経緯、
これまでの見直し・改善など

昭和50年8月から特別区の消防事務を行う東京都へ消防事務の委託を開始し、人員、資機材の効率的
な運用、人事交流等を図った。平成9年度に東京都三多摩地区消防運営協議会と東京都との間で経
費の負担方法について合意書を締結した。

事業の目的、
令和3年度の目標

市民の生命、身体及び財産を火災から保護するとともに、水害又は地震等の災害の防除及び被害の軽
減を図る。

予算の執行方法 消防事務委託料、東京都三多摩地区消防運営協議会負担金

◇令和3年度の事業の実施内容 事業開始の時期 平成13年度以前

第五次総合計画
基本計画体系

目指すまちの姿 いつまでもみんなが住み続けられる安全で快適なまち

政策 E1 安全・安心のまちづくり

関連する個別計画 多摩市地域防災計画

関連する報告書など ―

施策 1 減災・防災体制のさらなる強化

関連する施策 ― ― ― ― ―

事 業 カ ル テ 3年度決算 防災安全課

09-01-01-506 消防事務委託等経費

◇事業の位置づけ等

事務の種類 自治事務 基礎となる法令 消防組織法
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特 記 事 項
令和2年度及び令和3年度は新型コロナウイルス感染症の影響により活動を制限したため、例年と比べ
ると出場人員が減少した。

◇自己点検
成
果
指
標

の
推
移

今後の見通し 今
後
の

方
向
性

量
的

ニ
ー

ズ

一
般

財
源

今後の課題や方向性に関するコメント

消防団等充実強化法の施行により、消防団が地域防災力の核であることが明確に位置づけられ
た。このため、消防団が担う役割やその活動の重要性が増していることから、担い手となる新入団
員の確保対策や震災時に有効な装備品の配備を引き続き行っていくとともに消防団員活動見直し
検討委員会等の消防団員からの提案を今後の消防団活動に反映する必要がある。

成果指標
(アウトカム)

災害及び訓練等出動述べ人数
目標 8,000人 8,000人 4,000人

結果 2,523人 5,370人 ―

◇成果指標
指標の種類 指標について 令和2年度 令和3年度 令和4年度
活動指標

(アウトプット)
消防団員現員数

目標 237人 237人 237人
結果 217人 216人 ―

《従事人員数》 1.50 1.50 1.50 1.50 1.50

間
接
経
費

職員人件費 13,219 12,601 12,874 12,557

その他の人件費 0 0 0 0 0

0 0

その他特定財源 0 0 0 0 0

12,424

0 0

都支出金 1,080 5,071 4,328 3,016 0

内
　
訳

直
接
経
費

国庫支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

一般財源 70,604 68,576 65,025 54,003 55,332

事業にかかる実コスト 84,903 86,248 82,227 69,576 67,756

決算額(単位：千円） 71,684 73,647 69,353 57,019 55,332

事業の成果
コロナ禍において団員の安全を確保するため訓練等の活動が制限されたが、地域防災力の核となる消
防団機能の強化（装備品の充実）を行うとともに、その担い手（新規入団者）の確保を図った。

◇事業にかかる費用
区　　　　　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業開始の経緯、
これまでの見直し・改善など

都市化の進捗に合わせ、装備の近代化、震災対策への対応等多様化する災害に対応すべく、装備の
整備、人員の見直し、各種出場手当の見直し等を進めてきた。「消防団を中核とした地域防災力の充
実強化に関する法律（平成25年法律第110号）（以下、「消防団当充実強化法」という。）の施行により、
装備の基準が見直されたことを受け、消防車全台にＡＥＤ（平成27年度）や携帯用コンクリート等破壊
器具（平成28年度）等を配備し、震災時における救助活動資器材の充実を図った。平成29年度は、災
害時の消防団の対応力強化策として、消防団運営費に防災士等の資格取得支援費を追加した。ま
た、消防団の認知度向上のため、市民の多く集まる多摩センター駅周辺での出初式を行った。令和元
年度は、女性団員の活動拡充のため定数増を行い、ラッパ隊強化策の一環として機能別消防団員制
度を創設した。令和3年度中に消防団活動見直し検討委員会（計3回）を開催し、消防団員から今後の
消防団活動について提案してもらい、今後の活動に反映していくこととした。令和4年度以降の報酬に
ついて出動報酬を創設し、年額報酬と出動報酬を個人支給とするために消防団員に対して説明動画
の掲載と説明会を実施した。

事業の目的、
令和3年度の目標

市民の生命、身体及び財産を火災から保護するとともに、水害又は地震等からの災害の防除及び被害
の軽減を図ることを目的とする。

予算の執行方法
消防団員及び消防委員会委員報酬、消防団員各種出場手当、消耗品、消防車両維持管理経費、装
備品等の購入経費、関係団体等負担金

◇令和3年度の事業の実施内容 事業開始の時期 平成13年度以前

第五次総合計画
基本計画体系

目指すまちの姿 いつまでもみんなが住み続けられる安全で快適なまち

政策 E1 安全・安心のまちづくり

関連する個別計画 多摩市地域防災計画

関連する報告書など ―

施策 1 減災・防災体制のさらなる強化

関連する施策 ― ― ― ― ―

事 業 カ ル テ 3年度決算 防災安全課

09-01-02-507 消防団運営経費

◇事業の位置づけ等

事務の種類 自治事務 基礎となる法令 消防組織法
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＜消防団運営経費＞

◇執行状況及び成果等

１　消防団員数(4月1日現在)

①　本団

②　分団

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

２　消防委員会開催状況

委員の構成：消防関係者４人、知識経験を有する者７人

３　消防団員出場状況

人

４　表彰状況

- 1 人

1 人 1 人 1 人 1 人
3 人 3 人 9 人 人 3 人

3 人 3 人 3 人 2 人 3 人

1 人 - - 1 人
2 人 2 人 2 人 2 人 2 人
6 人 6 人 6 人 6 人 6 人

人 人 人 人 人
0 人 0 人 0 人 0 人 0 人
0 人 1 人 0 人 2 人 1 人
4 人 6 人 6 人 1 人 5 人
4 人 4 人 8 人 7 人 3 人
人 4 人 7 人 人 人
人 9 人 6 人 人 人
人 人 7 人 人 人

- 1 人 0 人 1 人 0 人
1 人 1 人 1 人 0 人 0 人
0 人 0 人 1 人 0 人 0 人

0 人 0 人 0 人 1 人 0 人

24 1,158

喇叭隊勤続２０年表彰
喇叭隊勤続１５年表彰
喇叭隊勤続１０年表彰

喇叭隊勤続５年表彰

6 3
多摩市消防団勤続１０年表彰
多摩市消防団勤続５年表彰 12 5

多摩市消防団勤続３５年表彰
多摩市消防団勤続３０年表彰
多摩市消防団勤続２５年表彰
多摩市消防団勤続２０年表彰
多摩市消防団勤続１５年表彰

11
11 9

多摩市消防団優良消防団員賞 10 10 10 10 10
多摩市消防団特別分団表彰 - - - - -
三多摩消防団連絡協議会功績分団表彰 - - - - -
三多摩消防団連絡協議会優良分団表彰 第1分団 第1分団 第2分団 第9分団 第9分団

-

多摩市消防団
日本消防協会表彰
東京都消防協会功労団員表彰
東京都消防協会優良団員表彰

多摩消防署長表彰 第3・6分団 第2・9分団 第4・5分団 第7・8分団 第1・10分団
優良分団表彰 第8分団 第8分団 第1分団 第1分団 第2分団

東京都消防褒賞
東京消防庁消防総監表彰 - - - -

東京都消防協会優良消防団表彰 - 多摩市消防団 - -

総務省消防庁長官永年勤続功労章
総務省消防庁長官報償
東京都功労表彰 - -

-
総務省消防庁長官地域活動表彰 - - - - -

- 多摩市消防団 -
10

褒章 -
総務省消防庁長官表彰旗 - - - -

-

3年度
叙勲 - - - - -

人 25 1,288 人

件名
受賞者数等

29年度 30年度 元年度 2年度

2年度 40 482人 14 604人 14 279 人

元年度 40 531 人 13 787 人 98 4,861

1,319 人

30年度 48 745 人 21 887 人人 119 4,604 人 25 1,187

人

29年度 41 742 人 21 1,009 人 117 5,020

人 97 2,648 人 24 1,1653年度 44 538 人 23 1,019

人 25

人数 回数 人数

災害出場 警戒出場 訓練出場 その他

回数 人数 回数 人数 回数

回数 月　日 主　な　内　容 報酬支払額

1 3月18日 消防ポンプ車の更新について（書面開催） 96,300円

16 1,776,800

合計 10 10 10 50 111 191 17,681,117

第10分団 1 1 1 5 8

20 1,776,800

第9分団 1 1 1 5 12 20 1,776,800

第8分団 1 1 1 5 12

20 1,776,800

第7分団 1 1 1 5 11 19 1,776,800

第6分団 1 1 1 5 12

18 1,770,117

第5分団 1 1 1 5 10 18 1,776,800

第4分団 1 1 1 5 10

20 1,776,800

第3分団 1 1 1 5 12 20 1,776,800

第2分団 1 1 1 5 12

計 報酬支払額

第1分団 1 1 1 5 12 20 1,696,600

分団長 副分団長 部長 班長 団員

報酬支払額

人数 1 3 3 12 19 2,360,052 円

階級 団長 副団長 本部員 団員 計
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５　消防ポンプ車等資機材配備状況

６　令和３年度消防団行事及び訓練

4月1日 辞令交付式 多摩市役所
4月1日 新入団員教育訓練 多摩市役所
4月21日 幹部教育訓練 多摩市役所
5月24日 多摩市合同水防訓練 一ノ宮公園 ※コロナの影響で中止
4月26日～7月10日 ポンプ操法自主訓練 多摩清掃工場・多摩東公園 ※コロナの影響で中止
7月4日 ポンプ操法総合訓練 多摩ニュータウン市場 ※コロナの影響で中止
7月11日 ポンプ操法大会 多摩ニュータウン市場 ※コロナの影響で中止
7月11日 普通教育訓練 多摩ニュータウン市場
8月21日・22日・28日 応急救命普及員講習 多摩市役所
10月1日～30日 分団放水自主訓練 多摩清掃工場・多摩東公園
10月3日 上級救命講習 多摩市役所
10月24日 秋の消防訓練 南永山小学校跡地
11月9日～15日 秋の火災予防運動 各分団受け持ち区域
12月20日～29日 歳末特別警戒 各分団受け持ち区域

1月9日 多摩市消防団出初式 多摩中央公園
1月30日 上級救命講習 多摩市役所
3月6日 多摩市内
3月1日～3月7日 春の火災予防運動 各分団受け持ち区域

春の消防訓練

1 1 1 1 1

月日 行事及び訓練

ﾌﾛｰﾃｨﾝｸﾞｽﾄﾚｰﾅｰ 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1
2 2 2 2 22

バルーン型投光器 1 1 1 1
ｴﾝｼﾞﾝｶｯﾀｰ 2 2 2 2

1 1 1 1 1 1
1 1 1 1 11

削岩機 1 1 1 1
ジャッキ 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1
2 2 2 2 22

鉄筋カッター 1 1 1 1
チェーンソー 2 2 2 2

1 1 1 1 1 1
1 1 1 1 11

救急セット 1 1 1 1
ウインチ 1 1 1 1

2 2 2 2 2 2
4 4 4 4 44

担架 2 2 2 2
ハンマー 4 4 4 4

10 10 10 10 10 10
8 8 8 8 88

スコップ 10 10 10 10
ノコギリ 8 8 8 8

5 5 5 5 5 5
3 3 3 3 33

バール 5 5 5 5
つるはし 3 3 3 3

3 3 3 3 3 3
4 4 4 4 44

金テコ 3 3 3 3
発電機 4 4 4 4

1 1

受令機 4 4 4 4
無線機 3 3 3 3

4 4 4 4 4 4
3 3 3 3 33

投光機 5 5 5 5

40 40 40 40
ホースカー 1 1 1 1 1

5 5 5 5 5 5
1 1 1

2 2
ホース 40 40 40 40 40 40
小型ポンプ 2 2 2 2 2 2 2 2

10分団
ポンプ車 1 1 1 1 1 1 1 1

４分団 ５分団 ６分団 ７分団 ８分団 ９分団
1 1

１分団 ２分団 ３分団

1 1 1

備考会場等

折りたたみ式リアカー 1 1 1 1 1 1 1
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防災安全課

◇事業の概要

◇執行状況及び成果等

１ 支給状況多摩少年消防クラブ消防少年団の助成金
(単位:円)

補助率

円

1/3

1/3

1/3

1/3

1/3

09-01-02-508 消防少年団育成指導費

　 ※事業カルテ作成対象外事業のため、事業カルテ及び診断書の作成は省略しています。事業
の概要については事業別歳出決算額一覧表をご覧ください。

補助額
29年度

82,000

100,000

100,000

100,000

100,000
年度

元年度

3年度

2年度

　少年・少女への防火防災思想等の普及啓発を図るため、多摩消防少年団が行う活動のうち、
防火防災に関する知識・技術習得のための事業や社会奉仕仕事業等を行う活動に対して補助
を行う。

30年度
円

円
円
円
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人 人 人 人 人
千円 千円 千円 千円 千円

B B B イ

特 記 事 項 ―

◇自己点検

成
果
指
標

の
推
移

今後の見通し 今
後
の

方
向
性

量
的

ニ
ー

ズ

一
般

財
源

今後の課題や方向性に関するコメント

火災等の被害の軽減を図るとともに団員が安全に活動できる環境を確保する。

成果指標
(アウトカム)

全火災に対する建物全焼火災件数（暦年）

目標 0件 0件 0件

結果 0件 0件 ―

◇成果指標
指標の種類 指標について 令和2年度 令和3年度 令和4年度

活動指標
(アウトプット)

耐震継手による管路の消火栓整備箇所数

目標 40箇所 40箇所 40箇所

結果 35箇所 51箇所 ―

《従事人員数》 0.80 0.60 0.60 0.60 0.30

間
接
経
費

職員人件費 7,050 5,040 5,149 5,023

その他の人件費 0 0 0 0 0

0 0

その他特定財源 0 0 0 0 0

2,485

0 0

都支出金 0 0 0 0 0

内
　
訳

直
接
経
費

国庫支出金 0 0 0

地方債 48,200 95,800 60,800

一般財源 54,912 45,721 37,645 45,940 42,132

事業にかかる実コスト 110,162 146,561 103,594 50,963 44,617

決算額(単位：千円） 103,112 141,521 98,445 45,940 42,132

事業の成果
施設を適切に維持管理することにより、災害発生時において円滑に使用可能な状態を保つことができ
る。消防水利標識の維持補修等の実施により、災害時の円滑な対応を図るための環境整備を実施し
た。

◇事業にかかる費用
区　　　　　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業開始の経緯、
これまでの見直し・改善など

昭和23年の消防組織法の施行及び翌24年の消防法の施行に伴い消防団器具置場及び市が設置した
消防水利の維持管理を行っている。消防団器具置場の耐震改修工事、消防団員による消防水利施設
の点検結果に基づく不具合箇所の補修対応等を行ってきた。

事業の目的、
令和3年度の目標

消防施設を適正に維持管理することにより、円滑な消防活動を行なう環境を作り、火災から市民の生
命、身体及び財産を守り、被害の軽減を図る。

予算の執行方法
消防施設修繕料、消防施設植栽管理業務委託料、消防施設用地借上料、消火栓新設・移設及び維持
管理負担金等

◇令和3年度の事業の実施内容 事業開始の時期 平成13年度以前

第五次総合計画
基本計画体系

目指すまちの姿 いつまでもみんなが住み続けられる安全で快適なまち

政策 E1 安全・安心のまちづくり

関連する個別計画 ―

関連する報告書など ―

施策 1 減災・防災体制のさらなる強化

関連する施策 ― ― ― ― ―

事 業 カ ル テ 3年度決算 防災安全課

09-01-03-510 消防施設器具管理経費

◇事業の位置づけ等

事務の種類 自治事務 基礎となる法令 消防組織法
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＜消防施設器具管理経費＞

◇執行状況及び成果等

１　消防水利現況(各年4月1日現在)

(単位:基)

２　消火栓整備・管理状況 (単位:基)

３　消防施設借上状況

４　消防器具・施設整備 (単位:円)

５　消防水利標識設置工事

(単位:円)

消火栓 防火水槽
井戸

その他

公設 私設
20～40㎥未満 40～100㎥未満 100㎥以上

河川 ﾌﾟｰﾙ 池 その他
公設 私設 公設 私設 公設 私設

22

7 22

30年度 1629 44 6 2 163 469 7

468 7 9 0 3 4329年度 1629 44 6 2 163

44 6 2 164

9 0 3 40 7

9 0 3 35 7 22

7 22

2年度 1631 44 6 2 165 480 8

474 7 9 0 3 38元年度 1628

7 21

新設 移設 取替 補修 負担金額

498 6 11 0 3 393年度 1630 44 6 2 165

円

30年度 1 0 5 33 32,683,886 円

29年度 0 0 40 20 37,172,077

円

2年度 3 1 5 26 31,151,012 円

元年度 0 4 13 8 23,395,626

円

箇所 借上料計

29年度 15 1,814,487 円

3年度 0 8 18 25 33,960,365

2年度 14 1,713,855 円

3年度 15 1,702,764 円

30年度 15 1,813,482 円

元年度 15 1,817,472 円

29年度 660,320 消防ホース購入

30年度 694,880 消防ホース購入・消防施設修繕費

金額 内容

金額 基数
29年度 1,476,738 45 基

元年度 804,500 消防ホース購入・消防施設修繕費

2年度 1,453,472 消防ホース購入・消防施設修繕費

3年度 907,020 消防ホース購入・消防施設修繕費

2年度 1,662,430 39 基

3年度 466,510 19 基

30年度 1,327,644 46 基

元年度 1,094,390 40 基
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（ ）

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

人 人 人 人 人
千円 千円 千円 千円 千円

事 業 カ ル テ 3年度決算 防災安全課

09-01-04-512 水防対策経費

◇事業の位置づけ等

事務の種類 自治事務 基礎となる法令 水防法

第五次総合計画
基本計画体系

目指すまちの姿 いつまでもみんなが住み続けられる安全で快適なまち

政策 E1 安全・安心のまちづくり

関連する個別計画 多摩市地域防災計画

関連する報告書など ―

施策 1 減災・防災体制のさらなる強化

関連する施策 ― ― ― ― ―

事業開始の経緯、
これまでの見直し・改善など

水防訓練については、その方法、規模等の見直しを行ってきた。平成28年度から、災害河川モニター
（市民ボランティア）と連携した訓練も行っている。

事業の目的、
令和3年度の目標

令和元年10月の台風19号時の多摩川避難指示を教訓として、市民の避難訓練等に重点を置いた訓練
をより多くの地域住民が参加できるように実施する。
市民が参加する避難訓練等については、総合防災訓練と連携し実施するものとし、多摩川河川敷で実
施する水防訓練は、関係機関(多摩市・多摩市消防団・多摩消防署等)で体制や工法の検証を行う。

予算の執行方法 水防対策用消耗品及び原材料

◇令和3年度の事業の実施内容 事業開始の時期 平成13年度以前

事業の成果
新型コロナウイルス感染症の拡大により、例年と同規模の水防訓練は中止することとなったが、今後の
災害時に備えるため、消防署員の指導のもと、市職員による積み土のう訓練を行った。なお、作成した
土のうは、各土のうステーションに配備し、いつでも近隣の市民が土のうを活用できる体制を整備した。

◇事業にかかる費用
区　　　　　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業にかかる実コスト 9,827 2,151 2,197 1,024 1,013

決算額(単位：千円） 5,421 1,311 1,339 187 185

0 0

都支出金 0 0 0 0 0

内
　
訳

直
接
経
費

国庫支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

一般財源 5,421 1,311 1,339 187 185

0 0

その他特定財源 0 0 0 0 0

828

《従事人員数》 0.50 0.10 0.10 0.10 0.10

間
接
経
費

職員人件費 4,406 840 858 837

その他の人件費 0 0 0 0 0

◇成果指標
指標の種類 指標について 令和2年度 令和3年度 令和4年度

活動指標
(アウトプット)

水防訓練の実施回数

目標 1回 1回 1回

結果 1回 1回 ―

成果指標
(アウトカム)

参加機関・団体数

目標 16組織 5組織 5組織

結果 2組織 2組織 ―

特 記 事 項
令和2年度、令和3年度は新型コロナウイルス感染症の影響により市職員と東京消防庁多摩消防署によ
る土のう作成要領習得のための訓練を市役所にて実施した。

◇自己点検

成
果
指
標

の
推
移

今後の見通し 今
後
の

方
向
性

量
的

ニ
ー

ズ

一
般

財
源

今後の課題や方向性に関するコメント

台風やゲリラ豪雨、河川の堤防決壊など近年、風水害による甚大な被害が全国各地で発生してい
る。多摩市においても大雨による避難指示の発令などもあり、平常時から風水害の備えは必要であ
る。また、災害河川モニター（市民ボランティア）との連携や各機関による工法訓練は引き続き実施
していく。B B B イ
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＜水防対策経費＞

◇執行状況及び成果等

１　水防訓練

２　事業費内訳

(単位:円)

参加人数 参加車両 参加機関
29年度 780 人 80 台 多摩市、東京消防庁、多摩消防署、多摩市消防団、建設協力会他

多摩市、多摩消防署、多摩市消防団、建設協力会他

30年度 508 人 22 台 多摩市、多摩消防署、多摩市消防団、建設協力会他

元年度 561 人 21 台

※新型コロナウイルス感染症の拡大により、例年と同規模の水防訓練は
中止することとなったが、今後の災害時に備えるため、消防署員の指導
のもと、市職員による積み土のう訓練を行った。

2年度 - 人 - 台
※新型コロナウイルス感染症の拡大により、例年と同規模の水防訓練は
中止することとなったが、今後の災害時に備えるため、消防署員の指導
のもと、市職員による積み土のう訓練を行った。

3年度 - 人 - 台

工事請負費 合計

29年度 510,898 4,503,600 407,160 0 0 0 5,421,658

消耗品 委託料 原材料
使用料及び賃

借料
備品購入

0 1,312,000

元年度 209,325 928,800 151,200 49,680 0 0 1,339,005

30年度 223,678 873,726 151,200 63,396 0

0 187,000

3年度 99,000 0 85,800 0 0 0 184,800

2年度 22,000 0 165,000 0 0
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（ ）

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

人 人 人 人 人
千円 千円 千円 千円 千円

A B B イ

特 記 事 項
各対策部におけるマニュアルが目標の23件に達したことから、これを維持・発展するため、令和2年度か
ら指標を図上訓練の実施回数及び参加人数に変更している。

◇自己点検

成
果
指
標

の
推
移

今後の見通し 今
後
の

方
向
性

量
的

ニ
ー

ズ

一
般

財
源

今後の課題や方向性に関するコメント

地震に対応するため、多摩市地域防災計画の修正を必要に応じ行い、常に災害に対応できる態
勢を整える。また、マニュアルを活用した訓練を実施する等、災害対応力を高めていく。

成果指標
(アウトカム)

ＢＣＰに基づいた図上訓練への参加人数

目標 100人 100人 100人

結果 0人 50人 ―

◇成果指標
指標の種類 指標について 令和2年度 令和3年度 令和4年度

活動指標
(アウトプット)

ＢＣＰに基づいた図上訓練の実施回数

目標 2回 2回 2回

結果 0回 1回 ―

《従事人員数》 2.40 2.10 1.85 1.80 1.80

間
接
経
費

職員人件費 21,151 17,641 15,878 15,068

その他の人件費 0 0 0 0 0

379,900 0

その他特定財源 0 134 0 0 0

14,909

346 433

都支出金 0 3,855 5,382 394 213

内
　
訳

直
接
経
費

国庫支出金 0 81 0

地方債 0 4,900 199,200

一般財源 25,686 37,078 45,356 35,091 29,095

事業にかかる実コスト 46,837 63,689 265,816 430,799 44,650

決算額(単位：千円） 25,686 46,048 249,938 415,731 29,741

事業の成果

防災行政無線、非常用飲料貯水槽などの災害用設備・資器材の維持管理や整備を行うことにより、災
害時に市民の生命と財産を守る体制を維持・向上することができた。また、コロナ禍の中、災害時応援
協定の新規締結や協定締結企業との連絡先の確認等を通じて、防災関係機関との協力態勢の維持、
強化を図った。さらに、集中豪雨や土砂災害に備え、情報伝達に係る機器の維持管理や操作訓練を行
い、避難情報等の速やかな情報伝達体制を維持・向上することができた。

◇事業にかかる費用
区　　　　　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業開始の経緯、
これまでの見直し・改善など

昭和60年を「防災元年」と位置づけ、災害時における混乱の回避、火災発生時の初期段階での対応、
被災者の救助や応急処置など、災害の拡大を抑えるための対策の強化を図ってきた。
平成21年・22年度及び平成27年度に、防災行政無線固定系のデジタル化工事を実施するとともに、防
災行政無線の放送内容が聞き取れなかった場合に備え、自動音声応答装置を設置した。また、東日本
大震災を受けて、平成25年に多摩市地域防災計画を全面改定し、事後見直しを実施している。
また、近年全国的に多発している風水害に対応するため、ハザードマップの作成や情報伝達体制の構
築を図っている。

事業の目的、
令和3年度の目標

災害時の被害を最小限にとどめ、市民の生命と財産を守るため、防災行政無線、非常用飲料貯水槽及
び地域配備消火器などの災害用設備・資器材の維持管理や必要な整備を図る。
令和3年度においては、これまでに導入した情報発信手段の運用の習熟を図るとともに、訓練を実施す
ることにより、災害時、市民に対し迅速かつ確実に避難情報等を発信できる体制の構築に努める。

予算の執行方法 防災関係資器材・施設等の維持管理、防災会議委員報酬等

◇令和3年度の事業の実施内容 事業開始の時期 平成13年度以前

第五次総合計画
基本計画体系

目指すまちの姿 いつまでもみんなが住み続けられる安全で快適なまち

政策 E1 安全・安心のまちづくり

関連する個別計画 多摩市地域防災計画、多摩市事業継続計画（ＢＣＰ）（地震編）、多摩市防災まちづくり事業計画

関連する報告書など ―

施策 1 減災・防災体制のさらなる強化

関連する施策 ― ― ― ― ―

事 業 カ ル テ 3年度決算 防災安全課

09-01-05-513 災害対策経費

◇事業の位置づけ等

事務の種類 自治事務 基礎となる法令 災害対策基本法
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＜災害対策経費＞

◇執行状況及び成果等
1  防災行政無線  防災行政無線

2　非常用飲料用貯水槽

3　地域配備消火器

4 多摩市防災会議
委員の構成　計25人 報酬計： 32,100円
 【会長1人（市長）、指定地方行政機関2人、都職員6人、
　　警視庁1人、東京消防庁1人、教育長1人、消防団長1人、
　　指定公共機関・指定地方公共機関6人、公共的団体2人、学識経験者4人】

　　開催日 　　　　　　　　　　会議内容

5 報償費 (単位：円）

6 委託料 (単位：円）

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21

合　　　計

7　負担金・補助及び交付金
①その他の負担金 (単位：円）

種類 設置場所 設置台数
移動系 消防団・庁内等 78局

30 5 豊ヶ丘南公園・瓜生緑地・健康センター・多摩中央公園・連光寺災害対策用応急給水施設

年度 台数 設置場所

260MHｚﾃﾞｼﾞﾀﾙ 関係防災機関・小中学校・庁内等 113局

固定系 市内各所及び関係防災機関等の施設
屋外子局  　 112局
戸別受信機 　 98局

元 5 豊ヶ丘南公園・瓜生緑地・健康センター・多摩中央公園・連光寺災害対策用応急給水施設

29 5 豊ヶ丘南公園・瓜生緑地・健康センター・多摩中央公園・連光寺災害対策用応急給水施設

662,256 666,792 656,084 645,580

2 5 豊ヶ丘南公園・瓜生緑地・健康センター・多摩中央公園・連光寺災害対策用応急給水施設

3 5 豊ヶ丘南公園・瓜生緑地・健康センター・多摩中央公園・連光寺災害対策用応急給水施設

466ヶ所

3年度
672,246

回数

2年度

濾水機保守点検 0 0 0 0

465ヶ所

1 8月26日 地域防災計画（素案）に対する意見照会

防災行政無線固定系設置謝礼
29年度 30年度 元年度 2年度

設置数
29年度 30年度 元年度 2年度 3年度
483ヶ所 489ヶ所 467ヶ所

0

3年度
防災行政無線保守点検 12,291,264 15,768,000 12,843,180 10,750,950 13,278,100

地域配備消火器保守点検 288,165 456,289 446,523 429,660 443,817
非常用発電装置保守点検 1,614,600 785,160 1,247,400 1,234,200 1,061,500

委　託　名 29年度 30年度 元年度

防災倉庫植栽管理業務 237,600 243,975 343,200 205,700 169,686
自家用電気工作物保守点検 505,440 375,840 379,320 422,400 435,000

災害対策用協力井戸水質検査業務 223,560 223,560 222,750 212,850 202,950
飲料用貯水槽清掃業務 1,393,200 1,864,836 1,901,020 1,983,520 2,150,500

防災マップ・洪水ハザードマップ等配布業務委託 0 0 928,313 0 0
防災ﾏｯﾌﾟ・洪水ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ作成業務 2,835,000 734,400 4,703,600 0 0

無線設備周辺高木剪定業務委託 180,576 99,954 84,150 97,900 0
防災行政無線局再免許申請代行業務委託 142,200 0 0 0 0

浸水想定標識設置業務委託 0 0 0 0 0

要配慮者コミュニケーション支援ボード作成業務委託 0 0 0 0 0

東京都被災者生活再建支援システム（共同利用版）提供委託 570,240 2,280,960 2,302,080 2,323,200 2,323,200

政策情報誌等配布業務委託 609,120 0 0 0 0
緊急速報メール一斉配信システム導入委託 00 0 0 495,000

防災行政無線非常用発電装置蓄電池交換業務委託 0 0 3,157,000 0 0
濾水機処分業務委託 0 0 99,000 0 0

多摩市ブロック塀等改善支援業務委託 0 690,000 590,282 168,190 38,225
多摩市ブロック塀等全量調査業務委託 0 5,572,800 0 0 0

137,000
29年度 30年度 元年度 2年度 3年度

20,890,965 29,095,774 29,247,818 18,323,570 20,102,978

電波利用料 178,200 180,300 169,283 137,650

中越大震災ﾈｯﾄﾜｰｸおぢや負担金 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000
東京都砂防協会分担金 40,000 60,000 30,000 0 120,000
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事 業 カ ル テ 3年度決算 防災安全課

09-01-05-514 総合防災訓練事業

◇事業の位置づけ等

事務の種類 自治事務 基礎となる法令 災害対策基本法

第五次総合計画
基本計画体系

目指すまちの姿 いつまでもみんなが住み続けられる安全で快適なまち

政策 E1 安全・安心のまちづくり

関連する個別計画 多摩市地域防災計画、多摩市事業継続計画（ＢＣＰ）（地震編）、多摩市防災まちづくり事業計画

関連する報告書など ―

施策 1 減災・防災体制のさらなる強化

関連する施策 ― ― ― ― ―

事業開始の経緯、
これまでの見直し・改善など

昭和56年より地域住民主体で始められた防災訓練が、平成2年から関係機関も加わり、市民の防災へ
の意識、行動力を高めてきた。東日本大震災以降、5年に1度実施していた宿泊訓練を、平成23年の総
合防災訓練より毎年実施し、避難所運営に特化した訓練を取り入れている。

事業の目的、
令和3年度の目標

市・防災関係機関の災害発生時応急対策に関する検証・確認及び連携の強化と訓練を通じ、市民自ら
による防災意識の高揚及び災害対応能力の強化（自助・共助・公助）を目的として実施する。
令和3年度は、コロナ禍での避難所の運営のあり方を、一昨年の台風第19号での教訓を踏まえて見直
す必要があることから、水害による避難想定という要素を取り入れた形で実施する。

予算の執行方法 総合防災訓練参加謝礼、総合防災訓練用消耗品、総合防災訓練案内配布業務委託、バス借り上げ料

◇令和3年度の事業の実施内容 事業開始の時期 平成13年度以前

事業の成果

ニュータウン地域にある避難所において、2か所同時開設による感染症対策を実施した避難所設営訓
練を実施した。その中で、2か所の避難所の状況確認を避難所施設対策部が試験的にLoGoチャットを
活用して実施し、要領を検証することができた。
また、訓練について浸水想定区域の住民と検討していく中で、ニュータウン地区への避難における課題
や次年度の訓練につながる課題を抽出することができた。

◇事業にかかる費用
区　　　　　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業にかかる実コスト 13,366 15,920 12,610 9,703 8,713

決算額(単位：千円） 5,434 5,839 4,886 2,169 1,259

内
　
訳

直
接
経
費

国庫支出金 0

地方債 0

一般財源 5,434 1,259

0

0.90 0.90

0

その他特定財源 0 0

7,454

0

都支出金 0 0

《従事人員数》 0.90

間
接
経
費

職員人件費 7,932 10,081 7,724 7,534

その他の人件費 0 0 0 0

◇成果指標
指標の種類 指標について 令和2年度 令和3年度 令和4年度

活動指標
(アウトプット)

防災関係機関の参加団体数

目標 25団体 5団体 5団体

結果 4団体 4団体 ―

成果指標
(アウトカム)

自主防災組織及び職員・市民の参加人数

目標 800人 100人 100人

結果 112人 61人 ―

特 記 事 項 ―

◇自己点検

成
果
指
標

の
推
移

今後の見通し 今
後
の

方
向
性

量
的

ニ
ー

ズ

一
般

財
源

今後の課題や方向性に関するコメント

市及び防災関係機関の災害発生時における応急対策に関する連携の強化等を確認するとともに、
本訓練を通じ、市民防災意識の高揚及び災害対応能力の強化を図っていく。また、より実践的な訓
練を計画し、市民、行政の災害対応力の向上を図る。B B B イ

0

0

0

2,169

0

1.20 0.90

175

0

0

5,664

0

348

0

0

4,538

0
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＜総合防災訓練事業＞

◇執行状況及び成果等

1　総合防災訓練

多摩市､多摩市消防団、多摩消防署、多摩中央警察署他

多摩市､多摩市消防団、多摩消防署、多摩中央警察署他

多摩市､多摩市消防団、多摩消防署、多摩中央警察署、東京都他

多摩市、多摩市消防団、災害時応援協定締結事業者

多摩市、一ノ宮防災対策委員会、東寺方自治会防災委員会、国士舘大学

※１　平成30年度は雨天により第一部訓練を縮小して実施。
※２　令和元年度は東京都と合同で防災訓練を実施。
※３　令和２年度は新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、市の職員による避難所運営訓練を実施。
※４　令和３年度は新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、市の職員による避難所運営訓練を実施。

2  訓練経費 （単位：円）

3  報償費 （単位：円）

医師会
歯科医師会
薬剤師会

※１　令和２年度は新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、緊急医療救護所訓練を中止。
※２　令和３年度は新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、緊急医療救護所訓練を中止。

30

元

2

3

参加機関

0

0

消耗品・燃料費・印刷製本費

2,107,248

1,872,797

2,704,861

0

0

多摩中学校、多摩センター駅周辺他１箇所

2,311,200

―

0

―0

和田中学校他1箇所

東愛宕中学校他1箇所

開催場所

総合体育館他４箇所

東落合小学校他１箇所

0 0

961,20030

2 858,000

0

183,150

599,045

323,400

03 0

元

――

医師会 0
歯科医師会 0
薬剤師会 0

年度 参加人数

29 1,554人

61人

30 788人

2 101人

元 20,321人

3

29

年度
広報動画制作

業務委託
会場設営委託 会場補修工事費

防災関連情報誌作成
業務委託

1,938,6000 583,200

防災関連情報誌
配布業務委託

00

医師会名 金額

132,300
82,200

134,100

年度

29

医師会
歯科医師会 132,300
薬剤師会 82,200

134,100

713,900

医師会 0
歯科医師会 0
薬剤師会 0

医師会 262,000
歯科医師会 267,400
薬剤師会 166,800
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B B B イ

特 記 事 項 ―

◇自己点検

成
果
指
標

の
推
移

今後の見通し 今
後
の

方
向
性

量
的

ニ
ー

ズ

一
般

財
源

今後の課題や方向性に関するコメント

自主防災組織が結成されていない地域に対して、引き続き自主防災組織の設立を支援していく。
また、避難行動要支援者避難支援個別計画の策定支援やバス借り上げ事業、自主防災組織に対
する研修会等を行うとともに、地域連携の重要性を積極的に啓発し、防災連絡協議会の設立を推
進していく。

成果指標
(アウトカム)

結成率（全体目標198組織に対する割
合・％）

目標 94.4% 94.4% 94.9%

結果 91.4% 92.4% ―

◇成果指標
指標の種類 指標について 令和2年度 令和3年度 令和4年度

活動指標
(アウトプット)

自主防災組織数
新規自主防災組織結成数

目標
187組織

3組織
187組織

0組織
188組織

1組織

結果
181組織

1組織
183組織

4組織
―

《従事人員数》 0.90 1.30 1.00 0.90 1.00

間
接
経
費

職員人件費 7,932 10,921 8,582 7,534

その他の人件費 0 0 0 0 0

0 0

その他特定財源 0 0 0 0 0

8,283

0 0

都支出金 0 100 0 31,488 689

内

訳

直
接
経
費

国庫支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

一般財源 2,939 2,560 2,629 14,474 2,377

事業にかかる実コスト 10,871 13,581 11,211 53,496 11,349

決算額(単位：千円） 2,939 2,660 2,629 45,962 3,066

事業の成果
自主防災組織の新規結成を推進し、4組織が結成され、地域の防災行動力の向上を図った。
また、市民に対して、防災に関する知識の習得、防災意識の向上を図ることにより、市民自らの手により
災害に強い地域の構築に努めた。

◇事業にかかる費用
区　　 　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業開始の経緯、
これまでの見直し・改善など

毎年度自主防災組織に助成金を支給していたものを、新規結成から3年間の支給に見直し、複数の組
織での合同訓練に助成金を支給する等の見直しを行うとともに、平成19年度より近辺の防災関係資料
館等への視察研修のためのバス借り上げ事業を開始した。なお、平成21年度より事務の効率化のため
に「災害に強い市民の育成事業」との事業統合を図った。また、平成27年度より、新規に避難行動要支
援者避難支援個別計画策定を行った団体に対する補助制度の導入を開始した。さらに、平成29年度
以降、避難所を中心に地域で支えあう仕組みである防災連絡協議会設立の推進を図っている。

事業の目的、
令和3年度の目標

自主防災組織の新規結成及び活動を支援するとともに、既存組織の活動支援を行い、市民の防災行
動力を高める。避難行動要支援者避難支援個別計画の促進に向け、自主防災組織に対し、補助制度
の説明会等を実施し、個別計画策定を推進するとともに、自主防災組織の活動活性化につながる。ま
た、地域の合同訓練や避難所運営訓練等を通じて、防災連絡協議会の設立支援を実施することによ
り、災害時における地域の地域防災力向上や避難所運営体制の構築を図る。
特に、令和3年度においては、令和2年度に引き続き、乳児のいる児童館利用者を対象に液体ミルクの
紹介を実施し、家庭備蓄の啓発を行う。

予算の執行方法
防災講習会講師謝礼、講習会用・啓発用消耗品、新規自主防災組織への物品支給、新規結成から3
年間の助成金支給、2つ以上の自主防災組織や防災連絡協議会が実施する合同訓練に対する助成金
支給等

◇令和3年度の事業の実施内容 事業開始の時期 平成13年度以前

第五次総合計画
基本計画体系

目指すまちの姿 いつまでもみんなが住み続けられる安全で快適なまち

政策 E1 安全・安心のまちづくり

関連する個別計画 多摩市地域防災計画、多摩市防災まちづくり事業計画

関連する報告書など ―

施策 1 減災・防災体制のさらなる強化

関連する施策 ― ― ― ― ―

事 業 カ ル テ 3年度決算 防災安全課

09-01-05-515 自主防災組織育成事業

◇事業の位置づけ等

事務の種類 自治事務 基礎となる法令 災害対策基本法
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＜自主防災組織育成事業＞

◇執行状況及び成果等

1　自主防災組織への各種助成物品

１０個 １枚 ２０本

２本 １基

２本 １台

２本 １台

５本 １棟

2　自主防災組織

※2組織解散

※2組織解散

( 　)は新規発足数。

3  委託料 (単位：円）

4  補助金・交付金・助成金 (単位：円）

5　自主防災組織電源確保事業

【１組織ごとの交付物品】

年度

29

30

元

2

3

29

30

544,728

539,753

3

元

200,000

0

品目

発電機

小型バッテリー

ソーラーパネル

ＵＳＢポート

充電用ケーブル

※東京都地域コミュニティ防災活動拠点
電源確保事業補助金（1/2）を活用

数量

1台

1台

1台

1台

6本

2

740,505

400,000

300,000

300,000

400,000 50,000

自主防災組織
合同訓練助成金

625,000

50,000

30 97,200

元 99,000

2 99,000

3 99,000

年度
自主防災組織

助成物品
自主防災組織助

成金

避難行動要支援者避
難支援個別計画策定

助成金

数　量品　目 数　量 品　目 数　量 品　目

29 178 (3)

懐中電灯 のこぎり ＦＭ付ラジオ

のぼり旗 つるはし トランジスタメガホン

ロープ スコップ 物  置

年度 組織数

３個

５本

一式

２巻

ヘルメット 毛布 消火器

メガホン バール 担  架

3 183 (4)

年度 隔壁板廃棄運搬処分業務

29 54,000

30 177 (1)

元 180 (3)

2 181 (1)

235,794

2,105,585

合計額
（税込）

―

―

―

44.488,895

793,485

500,000

3組織

交付
組織数

―

―

―

181組織

交付物品
単価

―

―

―

223,450

240,450

580,000

601,930

100,000

150,000

300,000

17



（ ）

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

人 人 人 人 人
千円 千円 千円 千円 千円

B B B イ

特 記 事 項 ―

◇自己点検

成
果
指
標

の
推
移

今後の見通し 今
後
の

方
向
性

量
的

ニ
ー

ズ

一
般

財
源

今後の課題や方向性に関するコメント

非常用食糧の備蓄を計画的に行うとともに、災害時に市民が使用する地区防災倉庫の避難所用資
器材の更新を計画的に行い、地震等の大規模災害に備える。

成果指標
(アウトカム)

非常用食糧配備率（配備計画＝5ヵ年）

目標 100.0% 100.0% 100.0%

結果 100.0% 100.0% ―

◇成果指標
指標の種類 指標について 令和2年度 令和3年度 令和4年度

活動指標
(アウトプット)

非常用食糧備蓄数

目標 198,000食 198,000食 198,000食

結果 198,000食 198,000食 ―

《従事人員数》 0.80 0.90 0.80 0.80 0.90

間
接
経
費

職員人件費 7,050 7,561 6,866 6,697

その他の人件費 0 0 0 0 0

0 0

その他特定財源 0 0 0 305 262

7,454

0 0

都支出金 0 0 600 4,371 0

内
　
訳

直
接
経
費

国庫支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

一般財源 48,790 25,444 28,061 58,704 15,655

事業にかかる実コスト 55,840 33,005 35,527 70,077 23,371

決算額(単位：千円） 48,790 25,444 28,661 63,380 15,917

事業の成果
非常用食糧及び避難所資器材を計画的に購入することにより、被災により避難所生活を余儀なくされた
市民へ食糧や資器材を提供できる体制の維持、向上につながった。

◇事業にかかる費用
区　　　　　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業開始の経緯、
これまでの見直し・改善など

地域防災計画の被害想定修正にあわせ、非常用食糧及び各種資器材等の備蓄数量の修正を実施し
てきた。平成24年度には、被害想定の見直しに伴う想定避難者及び帰宅困難者数の修正に基づき、非
常用食糧備蓄数の見直しを行った。

事業の目的、
令和3年度の目標

首都直下地震等による東京都の被害想定（平成24年4月）により、避難者数が大幅に増加した。また、
平成25年4月から施行された東京都帰宅困難者対策条例により、事業者による職員分の備蓄が努力義
務となったことに伴い、非常用食糧及び資器材の整備を引き続き実施する。
令和3年度においては、地域防災計画の改定に合わせ、備蓄数量や備蓄倉庫の設置に関する計画の
見直しを実施する。

予算の執行方法 非常用食糧等、避難所用資器材の購入

◇令和3年度の事業の実施内容 事業開始の時期 平成13年度以前

第五次総合計画
基本計画体系

目指すまちの姿 いつまでもみんなが住み続けられる安全で快適なまち

政策 E1 安全・安心のまちづくり

関連する個別計画 多摩市地域防災計画、多摩市事業継続計画（ＢＣＰ）（地震）、多摩市防災まちづくり事業計画

関連する報告書など ―

施策 1 減災・防災体制のさらなる強化

関連する施策 ― ― ― ― ―

事 業 カ ル テ 3年度決算 防災安全課

09-01-05-516 災害対策用資器材整備事業

◇事業の位置づけ等

事務の種類 自治事務 基礎となる法令 災害対策基本法
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＜災害対策用資器材整備事業＞

◇執行状況及び成果等

1　防災施設及び備蓄品等

①防災倉庫

南野防災倉庫

関戸防災倉庫

和田防災倉庫

②主な防災用備蓄品（数量）
品名

備蓄米

クラッカー

アルファ米

ベビーフード

粉ミルク

毛布

ござ

肌着類

紙オムツ

タオル

ローソク

懐中電灯

ポータブルトイレ

車椅子対応トイレ

簡易トイレ

担架

簡易担架

発電機

投光機

石油ストーブ

スコップ

バール

つるはし

かけや

のこぎり

ビニールシート

土のう袋

パイル

大ハンマー

金属探知機

簡易給水袋

※1缶＝320ｇ(1箱＝12缶入り3,840ｇ)×28箱＝107,520ｇ

※1箱＝648g・27g×24袋(1ケース＝8箱入り5,184ｇ）×21ケース＝108,864ｇ

55,000枚 55,000枚 55,000枚 55,000枚 32000枚

粉ミルクの単位変更について

給水タンク（１トン用） 10基 10基 10基 10基 10基

避難所用パーテーション 1,105基 1,105基 1,105基 1,805基 1850基

折り畳み式ベッド 159台 159台 159台 159台 689台

70本 70本 70本 70本 75本

1台 1台 1台 1台 1台

30,000枚 30,000枚 30,000枚 30,000枚 3,000枚

2,300本 2,300本 2,300本 2,300本 2,300本

21本 21本 21本 21本 28本

7,000枚 7,000枚 7,000枚 7,000枚 7,420枚

126本 126本 126本 126本 126本

59本 59本 59本 59本 59本

14台 14台 14台 14台

資
器
材
等

17台 17台 17台 17台 17台

17台 17台 17台 17台

755本 755本 755本 755本 793本

59本 59本 59本 59本 60本

5台 5台 5台 5台 5台

688,000枚 688,000枚 476,700枚

17台

医
療
具

10基 10基 10基 10基

マンホール対応型トイレ 56基 56基 65基 74基

不織布マスク 688,000枚

500個 500個 500個 500個

生
活
必
需
品

150個 150個 150個 150個

7,000本 7,000本 7,000本

150個

83基

280台 280台 280台 280台 280台

20基 23基 26基 29基 39基

4,700枚

5,260本 5,260本 5,260本 5,260本 2,280本

2,576枚 1,900枚

3,514枚 3,514枚 3,514枚 3,514枚 2,145枚

15,000食

28,700枚 34,400枚 34,400枚 34,400枚 34,400枚

2,746枚 2,746枚 2,746枚

非
常
食

32,324枚 32,324枚 32,324枚 32,324枚 19,992枚

7,000本

4,032食 4,032食 4,032食 4,032食 4,032食

災害時要援護者対応食糧 15,000食 15,000食 15,000食 15,000食

ミネラルウォーター 213,160本 226,512本 226,512本 226,512本 226,560本

63,900食 79,500食 79,500食 79,500食 79,500食

6,000食 6,000食 6,000食 6,000食 6,000食

67,550食 64,400食 64,400食 64,400食 64,400食

29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度

49,080食 61,350食 61,350食 61,350食

10基

500個

14台

名称 面積 名称 面積

80㎡ 連光寺資器材庫 47.25㎡

唐木田防災倉庫 118㎡

80㎡ 愛宕防災倉庫 80㎡

80㎡ 諏訪防災倉庫 81㎡

61,350食

476,700枚
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③地区防災倉庫
多摩第一小学校 諏訪小学校 青陵中学校
多摩第二小学校 永山小学校 聖ヶ丘中学校

多摩第三小学校 瓜生小学校 鶴牧中学校

帝京大学小学校 落合中学校 多摩永山中学校

愛和小学校 多摩中学校 和田防災倉庫

連光寺小学校 東愛宕中学校

北諏訪小学校 図書館

東寺方小学校 和田中学校

総合体育館 諏訪中学校

④地区防災倉庫備蓄品

備蓄米
クラッカー

アルファ米

哺乳瓶

毛布

ござ

炊き出し釜

鍋

ポリタンク

テント

車椅子

折畳みリヤカー

簡易トイレ

投光機

発電機

懐中電灯

ガソリン携行缶

バール

万能斧

のこぎり

両口ハンマー

くんせい製木材

ごみ袋

おしりふき

蛍光管

コードリール

東京医療大学
東落合小学校

貝取小学校

豊ヶ丘小学校

南鶴牧小学校

※旧北貝取小学校

聖ヶ丘小学校

西落合小学校

大松台小学校

1台 1台 1台

0着 0着 0着

スタンドパイプ

0箱 0箱 0箱
避
難
所
初
動
対
応

B
O
X

（

一
部
抜
粋
）

フェイスシールド（1箱10個）

プラスチックマスク（1箱10個）

トイレ用スリッパ

手指消毒液（1ℓ/1本）

塩素系漂白剤（600ml/1本）

1台 1台

5本 5本 5本 5本 5本

4台 4台 4台 4台 4台

0箱 0箱 0箱 1箱 1箱

0足 0足 0足 8足

カッパ（防護服用）

使い捨て手袋（1箱100枚入り）

10箱 10箱 10箱 10箱 10箱

2箱 2箱 2箱 2箱 2箱

5本 5本 5本 5本 5本

2箱 2箱 2箱 2箱 2箱

3本 3本 3本 3本 3本

3本 3本 3本 3本 3本

1缶 1缶 1缶 1缶 1缶

5本 5本 5本 5本 5本

1基 1基 1基 1基 1基

1個 1個 1個 1個 1個

4台 4台 4台 4台 4台

4基 4基 4基 4基 4基

1台 1台 1台 1台 1台

1台 1台 1台 1台 1台

4個 4個 4個 4個 4個

1張 1張 1張 1張 1張

2台 2台 2台 2台 2台

2個 2個 2個 2個 2台

200枚 200枚 200枚 200枚 200枚

120枚 120枚 120枚 120枚 120枚

1000食 1000食 1000食 1000食 1000食

12本 12本 12本 12本 12本

360食 360食 360食 360食 360食
1750食 1750食 1750食 1750食 1750食

品名 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度

桜ヶ丘コミュニティセンター

諏訪複合教育施設

旧豊ヶ丘中学校

※はｸﾗｯｶｰ未配備、現在改修工事で一時撤去

1本 1本

1箱 1箱

10着 10着

0箱 0箱 0箱 3箱 3箱

8足

0本 0本 0本 2本 2本

0本 0本 0本
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⑤避難所用資器材庫（10箇所：中学校区域へ配置・各学校教室借用）

⑥避難所用資器材庫備蓄品（各倉庫共通）

救護用軽量畳３畳用
ガソリン携行缶

ポリタンク　白　飲料用

簡易トイレ

⑦濾水機
数量

非常用飲料用貯水槽

⑧給水拠点

桜ヶ丘浄水所

落合浄水所

聖ヶ丘給水所

愛宕配水所

南野給水所

並木公園応急給水槽

２ 主な執行状況
(単位：円）

※１　令和２年度の負担金については、医師会として購入事務が不可能な状態にあるため、補助事業を中止。
※２　令和３年度の負担金については、医師会として購入事務が不可能な状態にあるため、補助事業を中止。

工事請負費

学校名
聖ヶ丘小学校

聖ヶ丘中学校

西落合小学校

旧南豊ヶ丘小学校

北諏訪小学校

南鶴牧小学校  （旧豊ヶ丘中学校へ暫定設置）

旧東永山小学校（旧豊ヶ丘中学校へ暫定設置）

旧西愛宕小学校（旧豊ヶ丘中学校へ暫定設置）

和田中学校    （旧管路施設へ暫定設置）

旧南貝取小学校  （旧管路施設へ暫定設置）

場　　所

場　　所

1,000,000
1,000,000

0
3 015,916,656 0

0

29 0
30 0
元 0
2

24,444,179
27,661,108
63,379,582

15セット
10個

10個

35台

数量

3420㎥

10080㎥

1500㎥

5台

4500㎥

 300㎥

42000㎥

容量

13台

10個

10個

3セット避難所用仕切りユニット
対流式石油ストーブ

ポリタンク　赤　灯油用　

ホースポンプ

品　名 品　名 数量

需用費
47,789,975

負担金
1,000,000
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（ ）

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

人 人 人 人 人
千円 千円 千円 千円 千円

事 業 カ ル テ 3年度決算 防災安全課

09-01-05-518 急傾斜地崩壊対策事業

◇事業の位置づけ等

事務の種類 自治事務 基礎となる法令 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律、災害対策基本法

第五次総合計画
基本計画体系

目指すまちの姿 いつまでもみんなが住み続けられる安全で快適なまち

政策 E1 安全・安心のまちづくり

関連する個別計画 多摩市地域防災計画

関連する報告書など ―

施策 1 減災・防災体制のさらなる強化

関連する施策 ― ― ― ― ―

事業開始の経緯、
これまでの見直し・改善など

平成14年から平成17年にかけて、急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律に基づき、連光寺
一丁目地内において、急傾斜地崩壊危険区域が指定され、急傾斜地崩落防止工事が実施された。平
成29年台風第21号の影響により、上記区域内において2ヶ所のがけ崩れが発生したことから、平成29年
度中に応急復旧工事を実施し、平成30年度から崩壊対策工事が開始された。
また、令和元年度からは、和田1716番地においても崩壊対策事業が開始された。

事業の目的、
令和3年度の目標

要配慮者利用施設に隣接した連光寺一丁目及び和田1716番地の急傾斜地崩壊危険区域内に所在す
る急傾斜地に対して、急傾斜地崩落防止工事を実施する。

予算の執行方法 急傾斜地崩壊対策事業負担金

◇令和3年度の事業の実施内容 事業開始の時期 平成14年度

事業の成果
連光寺一丁目地内及び和田1716番地に対し、急傾斜地崩壊対策事業を実施していくことで、隣接する
要配慮者利用施設や住宅の安全の確保に向けた取り組みを進めることができた。

◇事業にかかる費用
区　　　　　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業にかかる実コスト 1,345 1,289 10,515 6,231 12,173

決算額(単位：千円） 464 449 4,078 3,720 9,688

内
　
訳

直
接
経
費

国庫支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

一般財源 464 449 4,078

その他特定財源 0 0 0

《従事人員数》 0.10 0.10 0.75

0

2,485

0

0

都支出金 0 0 0 0

9,688

0

0

0

3,720

0

0.30 0.30

間
接
経
費

職員人件費 881 840 6,437 2,511

その他の人件費 0 0 0 0 0

◇成果指標
指標の種類 指標について 令和2年度 令和3年度 令和4年度

活動指標
(アウトプット)

急傾斜地崩落防止工事に係る設計の実施
急傾斜地崩落防止工事の実施

目標
設計：実施
工事：実施

設計：実施
工事：実施

設計：実施
工事：実施

結果
設計：実施
工事：実施

設計：実施
工事：実施

―

成果指標
(アウトカム)

具体的な数値化が困難であるため、成果指
標は設定しない。

目標 ― ― ―

結果 ― ― ―

特 記 事 項 ―

◇自己点検

成
果
指
標

の
推
移

今後の見通し 今
後
の

方
向
性

量
的

ニ
ー

ズ

一
般

財
源

今後の課題や方向性に関するコメント

各地で多発する急傾斜地の崩壊から市民の生命・財産を守るため、急傾斜地崩壊対策事業を実
施する。特に、要配慮者利用施設を対象として、急傾斜地崩壊対策事業を推進していく。

B B B イ
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◇執行状況及び成果等

＜急傾斜地崩壊対策事業＞

１　連光寺一丁目地区急傾斜地崩壊応急対策工事
年度 執行額

平成２９年度 463,752円

２　連光寺一丁目地区急傾斜地崩壊対策工事
年度 予定額 執行額

平成３０年度 400,000円 291,600円
令和元年度 3,850,000円 3,124,880円
令和２年度 3,850,000円 1,240,000円
令和３年度 4,050,000円 3,067,495円
令和４年度 400,000円 ―

３　和田地区急傾斜地崩壊対策工事
年度 予定額 執行額

令和元年度 1,000,000円 953,700円
令和２年度 7,500,000円 2,480,000円
令和３年度 7,500,000円 6,620,350円

令和６年度 800,000円 ―

令和４年度 10,000,000円 ―
令和５年度 10,000,000円 ―
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（ ）

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

人 人 人 人 人
千円 千円 千円 千円 千円

A N N イ

特 記 事 項 ―

◇自己点検

成
果
指
標

の
推
移

今後の見通し 今
後
の

方
向
性

量
的

ニ
ー

ズ

一
般

財
源

今後の課題や方向性に関するコメント

令和4年度における取組状況を確認した上で、令和5年度以降の事業対象者や事業の手法につい
て、見直しを実施する。

成果指標
(アウトカム)

家具転倒防止器具取付件数

目標 ― ― 200件

結果 78件 930件 ―

◇成果指標
指標の種類 指標について 令和2年度 令和3年度 令和4年度

活動指標
(アウトプット)

事業の周知手法数

目標 ― ― 3種類

結果 3種類 3種類 ―

《従事人員数》 0.00 0.00 0.00 0.00 0.80

間
接
経
費

職員人件費 0 0 0 0

その他の人件費 0 0 0 0 0

0 0

その他特定財源 0 0 0 0 19,834

6,626

0 0

都支出金 0 0 0 0 0

内
　
訳

直
接
経
費

国庫支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

一般財源 0 0 0 5,792 24,500

事業にかかる実コスト 0 0 0 5,792 50,960

決算額(単位：千円） 0 0 0 5,792 44,334

事業の成果

対象とした後期高齢者のみで生活する住民税非課税世帯930世帯に対して、家具転倒防止器具を設
置し、令和2年度に設置した78世帯と合わせて、計1,008世帯に対して、器具を設置することができた。
それにより、地震による負傷者の発生を防止するとともに、在宅避難ができる環境を整備することで、避
難所への避難を抑制する体制の整備につながった。

◇事業にかかる費用
区　　　　　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

事業開始の経緯、
これまでの見直し・改善など

平成21年度～23年度の3か年で、支給を希望する世帯に対し、上限1.5万円程度の家具転倒防止器具
を現物支給するとともに、取付を希望する高齢者及び障がい者世帯に対して取付を実施した。
令和2年度から3年度にかけては、住民税非課税の後期高齢者のみ世帯に対して、上限1.5万円程度の
家具転倒防止器具の支給及び取付を実施している。

事業の目的、
令和3年度の目標

家具転倒防止器具の設置を促進することにより、地震による負傷を防止するとともに、在宅避難ができる
環境を整備し、避難所への避難を抑制することを目的とする。

予算の執行方法 補助金

◇令和3年度の事業の実施内容 事業開始の時期 平成21年度

第五次総合計画
基本計画体系

目指すまちの姿 いつまでもみんなが住み続けられる安全で快適なまち

政策 E1 安全・安心のまちづくり

関連する個別計画 多摩市地域防災計画、多摩市国土強靭化地域計画

関連する報告書など ―

施策 1 減災・防災体制のさらなる強化

関連する施策 ― ― ― ― ―

事 業 カ ル テ 3年度決算 防災安全課

09-01-05-520 家具転倒防止器具助成事業

◇事業の位置づけ等

事務の種類 自治事務 基礎となる法令 災害対策基本法
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＜家具転倒防止器具助成事業＞

◇執行状況及び成果等
1  取り付け実績

２　委託料

1 家具転倒防止器具等助成事業受付・取付け業務委託 4,549,380 31,454,390

委　託　名 ２年度 ３年度

Ⅱ期 301人 275人
Ⅲ期 201人 172人

令和２年度
年度 期間 取付予定者数 取付実績者数

Ⅰ期 78人 78人

1,008人1,101人合計

令和３年度

Ⅴ期 275人 261人
Ⅳ期 246人 222人
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